


序     文 

 
 

ドミニカ共和国の基礎教育課程である 1～8 年生（6～13 歳）の純就学率は、2002-2003 年には 91％

まで普及を果たしたものの、修了率は未だ 60％（2002 年）と低迷していました。このような状況に

対し、2000 年にユネスコにより実施された小学校 3、4 年生対象の算数学力試験結果が参加 13 カ国

中 11 位であったことが一つのきっかけとなって、ドミニカ共和国政府は教育の質向上の必要性を強

く認識するに至りました。特に主要教科の一つである算数科については、2001-2002 年に実施された

4 年生の教育省統一試験結果で基礎学力不足が指摘されており、算数指導法の改善が急務となってい

ました。これらの問題意識のもと日本政府に対し協力要請があり、2002 年から基礎教育分野の専門

家、青年海外協力隊、シニア海外ボランティアの派遣が開始されました。特に青年海外協力隊による

活動において、現職教員を対象とした各種研修会活動を通じ教員参考書や問題集のサンプルが作成さ

れ、同国政府より高い評価を得ました。 

このような状況のなか、同国政府より日本に対して同分野への技術協力プロジェクトによる協力支

援が正式要請され、2005 年 5 月よりホンジュラス算数指導力向上プロジェクト（PROMETAM）にて

開発された初等算数科の教材の改訂と改訂の活動を通じた中核人材の育成を図ること目的とした「算

数指導力向上プロジェクト」が開始されました。 

今般、本プロジェクトの中間評価を実施することを目的として、2008 年 2 月に調査団を派遣し、

ドミニカ共和国政府や関係機関との間でプロジェクトの進捗状況の確認と DAC 評価 5 項目に基づい

た評価、今後の方向性について協議を行いました。 

本報告書は、同評価調査結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクトの実施にあたって広

く活用されることを願うものです。 

ここに、本調査にご協力をいただいた内外の関係者の方々に深い謝意を表するとともに、引き続き

一層のご支援をお願いする次第です。 

 

平成 20 年 5 月 
 
 

独立行政法人 国際協力機構 
人 間 開 発 部 
部長 西脇 英隆 
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合同評価委員会での協議の様子 

合同調整委員会の様子 

開発された教師用指導書、児童

用作業帳（バリデーション版） 



略 語 表 

 

略語 正式名 日本語 

BEGIN Basic Education for Growth Initiative 成長のための基礎教育イニシアティブ 

BID Banco Interamericano de Desarrollo 米州開発銀行（英語略：IDB） 

CCC Comité Coordinador Conjunto 合同調整委員会 

C/P Contraparte カウンターパート 

CT Cuaderno de Trabajo 児童用作業帳 

GM Guía para Maestros y maestras 教師用指導書 

INAFOCAM Instituto Nacional de Formación y 

Capacitación del Magisterio 

国家教員養成研修機関 

JOCV Japan Overseas Cooperation 

Volunteers 

青年海外協力隊 

M/M Minute of Meeting ミニッツ 

PDM 
Project Design Matrix 

プロジェクト・デザイン・マトリック

ス 

PCM 
Project Cycle Management 

プロジェクト・サイクル・マネージメ

ント 

PO Plan of Operation 活動計画表 

PROMETAM Proyecto para el Mejoramiento de la 

Enseñanza Técnica en Matemáticas en 

la República de Honduras 

ホンジュラス共和国算数指導力向上プ

ロジェクト 

R/D Record of Discussion 討議議事録 

SEE Secretaría de Estado de Educación 教育省 

SV Senior Volunteers シニア海外ボランティア 

USAID United States Agency for International 

Development 

米国国際開発庁 

 
 
 
 
 
 
 
 



中間評価調査結果要約表 

作成日：2008 年 3 月 17 日 

担当部：人間開発部基礎教育第 2 チーム 
１. 案件の概要 
国名：ドミニカ共和国 案件名：算数指導力向上プロジェクト 

分野：基礎教育 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署：人間開発部第 1 グループ基礎

教育第 2 チーム 
協力金額：約 1 億円 

(R/D): 2005 年 5 月 10 日～ 相手国実施機関：教育省 協力期間 
2010 年 5 月 09 日（5 年間） 日本側協力機関：筑波大学等 

１-１ 協力の背景と概要 

ドミニカ共和国の基礎教育課程である 1～8 年生（6～13 歳）の純就学率は、1990 年

代の約 10 年間で 30％弱の伸びを示し、2002-2003 年では 91％までの普及を果たしたも

のの、修了率は未だ 60％（2002 年）と低迷していた。そして、2000 年にユネスコによ

り実施された小学校 3、4 年生対象の算数科学力試験結果が参加 13 カ国中 11 位であっ

たことが一つのきっかけとなり、同国政府は教育の質向上の必要性を強く認識するに至

った。特に主要教科の一つである算数科については 2001-2002 年に実施された 4 年生の

教育省統一試験結果で基礎学力不足が指摘された。教育省（SEE）は伝統的な教え込み

指導法が問題であるとの認識を持っており、算数指導法の改善が急務とされた。これら

の問題意識のもと日本政府に対し協力要請があり 2002 年より基礎教育分野に対するセ

クター専門家、シニア海外ボランティア（SV）、青年海外協力隊（JOCV）の派遣が開

始された。特に算数教育については JOCV を中心として派遣を開始し、現職教員を対

象とした各種研修会実施を経て教員参考書や問題集のサンプルが作成された。これらの

活動が評価され、ドミニカ共和国政府より日本に対して同分野への技術協力支援が正式

要請された。具体的な要請内容は、ホンジュラス算数指導力向上プロジェクト

（PROMETAM）にて開発された初等算数科の教材の改訂と改訂の活動を通じた中核人

材の育成を図ることにより、同国のカリキュラムや学校の現場に即した算数科の教師用

指導書（GM）、児童用作業帳（CT）の開発を行うことを目指した「算数指導力向上プ

ロジェクト」が 2005 年 5 月より開始された。 
 
１-２ 協力内容 

（１）上位目標 
初等教育第 1 サイクル（1-4 年生）における教師の算数指導力が向上する。 
 

（２）プロジェクト目標 
初等教育 1 年生から 4 年生までの教師用指導書と児童用作業帳が作成される。 

（３）成果 
成果１：コアグループの算数教育に関する能力（教材開発、教員研修、モニタリング

等）が向上される。 
成果２：ドミニカ共和国の教育事情に即した初等教育 1 年生から 4 年生までの教師用

指導書と児童用作業帳がバリデーション版として作成され、バリデーション

用の各教材が最終版として改訂される。 
 
（４）投入（評価時点） 

日本側： 



   短期専門家派遣 2 人（授業改善）、（研修システム） 
  機材供与    約 2,047 千円 
  在外事業強化費   約 14,375 千円 
  本邦研修 延 12 人（2005～2007 年度） 
  広域在外研修 延 13 人（2006,2007 年度） 
  ※ 2007 年 5 月より教育セクターの個別専門家（基礎教育プログラム強化）を

ドミニカ共和国に派遣。本プロジェクトにおけるドミニカ共和国側の関係者と事

務所、広域専門家との連絡調整、また他スキームとの調整を行っている。 
ドミニカ共和国側： 
  コアグループ配置 7 人  
  プロジェクト事務所とその他必要な設備 
  車両の運営・維持にかかる経費（運転手、燃料、保険等） 
  その他プロジェクト運営に必要な経費 

   
 ２. 評価調査団の概要 
  
 
 
調査者 

団  長 ：村田敏雄 JICA 国際協力専門員/人間開発部課題アドバイザー

広域協力 ：丹原一広 ホンジュラス PROMETAMⅡ副総括/業務調整 
教育計画 ：小園智寛 JICA 人間開発部第 1 グループ基礎教育第 2 チーム

評価分析 ：高橋悟 有限会社アイエムジー上席研究員 
調査期間 2008 年 02 月 03 日～2008 年 02 月 19 日 評価の種類：中間評価 
 ３. 評価結果の概要 
３-１ 実績の確認 
（１）成果の達成状況 
① 算数教育（教材作成、研修、モニタリング）に関するコアグループの能力が向上す

る。 
【指標：広域研修の結果】 

日本とホンジュラスでの広域研修、広域専門家による指導等により、コアグループの

算数教育に関する能力（教科知識と教材開発能力）は向上したといえる。ただし、これ

らが向上したことを客観的かつ定量的に示すデータは存在せず、印象や推測の域を出な

い。現在、広域専門家がコアグループの専門能力を測定するフォーマットを作成中であ

り、終了時評価調査までには、その結果が定量的に示される予定である。 
教材の使用法に関する教員研修の実績と計画は下表のとおり（カッコ内は参加者数）。

 
実績 計画 

時期 

場所 第 1 回 第 2 回 第 3 回 第 4回 第 5 回 第 6 回 
第 7（最終）

回 

サントドミ

ンゴ 

‘07.9.21-

22 

(32 人) 

’07.1.1

8 

(30 人) 

’08.1.2

5 

(32 人)

’08.2.7

(28 人) 

’08.2.2

9 

’08.4.

11 
’08.5.2 

サンティ

アゴ 

’07.8.13-

17 

(198 人) 

’07.10.

5-6 

(102 人) 

’07.12.

7 

(94 人)

‘08.1.1

1 

(97 人) 

’08.2.2

9 

’08.4.

11 
’08.5.2 

 
コアグループによるモニタリング（バリデーション協力校での授業観察、インタビュ

ー、会議等）については、これまで彼らが教材作成に忙しかったために行われていない。

なお、教材開発能力と同様に、コアグループの教員研修実施能力とモニタリング能力

（授業観察能力）についても、今後定量的に測定するツールが開発されることが期待さ

れる。 
 



② バリデーション用の教材が作成され、最終版ができあがる。 
【指標：成果品）】 

バリデーションの実績と予定は下表のとおり。 
作業／学年 1 年生 2 年生 3 年生 4 年生 

作成 2005 年 5 月 - 

2007 年 5 月 

2005 年 5 月 - 

2007 年 8 月 

2007 年 8 月 - 

2008 年 4 月 

2007 年 8 月 - 

2008 年 4 月 

試用・検証 2007 年 9 月 - 

2008 年 6 月 

2007 年 9 月 - 

2008 年 6 月 

2008 年 9 月 - 

2009 年 6 月 

2008 年 9 月 - 

2009 年 6 月 

最終修正 2008 年 3-6 月 2008 年 4-6 月 2009 年 3-6 月 2009 年 4-6 月 

（注）太枠部分については記載されている期間に実施された。その他の部分については記載
されている期間に実施予定。 

 
（２）プロジェクト目標の達成状況 
（目標：基礎教育 1-4 年生の教師用指導書（GM）と児童用作業帳（CT）が改訂され作

成される） 
【指標：教師用指導書と児童用作業帳の教育省による公式承認】 

2008 年 2 月までの教材作成の状況（実績と予定）は下表のとおり。 
段階／学年 1 年生 2 年生 3 年生 4 年生 

作成 2007 年 5 月 2007 年 8 月 2008 年 4 月 2008 年 4 月 

バリデーション 2008 年 6 月 2008 年 6 月 2009 年 6 月 2009 年 6 月 

公式承認 2008 年 6-7 月 2008 年 6-7 月 2009 年 6-7 月 2009 年 6-7 月 

（注）太枠部分については記載されている年月に終了した。その他の部分については記載されている年

月までに終了予定。バリデーションの概念は広いが、その大半の時間と労力は学校での試用に費やされ

る。 
 
（３）上位目標の達成状況 
（目標：基礎教育第 1 サイクルの教員の算数指導力が向上する） 
【指標：授業分析の結果】 

上位目標である基礎教育第 1 サイクルの教員の算数指導力が向上したと断定するに

は時期尚早であるが、少なくとも今次調査で聞き取り調査を行った 2 校の教員（約 15
人）は、自分たちの算数指導力向上に伴って、児童の学ぶ姿勢に良好な変化が見られる

ようになったと述べている。また算数の指導法を他の科目や他の学校（2 校を兼務する

教員がいる）で用いた結果、算数以外の科目や他校においても良好な変化が認められた

と述べる者もいた。 
以上はあくまでも定性的な印象や感覚であるため、教材の効果を測定するために、以

下のような学力試験を行い、定量的な結果を得ることを予定している。 
 2008 年 1月 2008 年 6月 
1 年生  

― 
GM と CT 導入後に、1 年生で学んだ内
容をどれだけ理解しているかを測定
する学力試験 

2 年生 
 

GM と CT 導入前に、1 年生で学んだ
内容をどれだけ理解しているかを
測定する学力試験 

GM と CT 導入後に、2 年生で学んだ内
容をどれだけ理解しているかを測定
する学力試験 

3 年生 
 

GM と CT 導入前に 、2 年生で学んだ
内容をどれだけ理解しているかを
測定する学力試験 

 
― 

 
３-２ 評価結果の要約 

評価 5 項目の観点から、「高い」、「中程度」、「低い」の 3 段階で評価を行った。 

比較 

比較



項目 評価 判断基準（根拠） 
妥当性 中程度  本プロジェクトはドミニカ共和国の開発戦略や教育計画と合

致している。 
 本プロジェクトはターゲットグループ（教育省職員や学校教

員）のニーズと合致している。 
 本プロジェクトは日本の ODA 政策と整合している。 
 ただし以下のことが原因で、プロジェクトの実施に困難が生じ

た。 
 ドミニカ共和国在住の長期日本人専門家の不在 
 CT の位置づけが不明確なままプロジェクトを開始したこ

と 
有効性 中程度  プロジェクト目標は協力期間内に達成される見込みである。 

 教材（GM と CT）に関しては、1-2 年生用の教材は現在バリデ

ーション中であり、3-4 年生用の教材は 2008 年 4 月にバリデー

ション版が作成される見込みである。前者は 2008 年 7 月まで

に、後者は 2009 年 7 月までに公式承認される予定。 
 算数教育に関するコアグループの能力については、今後測定ツ

ールを開発し、定量的に評価される予定。 
 教材が児童の学力に与える効果については測定ツール（試験問

題）を開発済み（また計 2 回の試験のうち、1 回目は本年 1 月

に実施済み）。 
効率性 中程度  行われた投入については適切に管理されているが、プロジェク

トの計画に起因する要因が効率的な事業実施を妨げたといえ

る。 
 ドミニカ共和国在住の長期日本人専門家の不在により停滞期

間が発生した。 
 当初のプロジェクト内容、規模に対し、広域専門家の支援頻

度が出張ベースで 2 カ月に 1 回（実質 3 日）では、十分対応

しきれなかった。 
 ホンジュラス版をドミニカ共和国版に修正する際、両国のカ

リキュラム、文化・風土の相違を十分に比較検討しなかった

ため、想定以上の手間がかかった。 
インパ

クト 
中程度  限られた範囲であるが、次のようなインパクトが確認された。

 教員の算数指導力が向上し、児童の学ぶ姿勢に良好な変化。

 算数以外の科目にも好影響。 
 バリデーション協力校だけでなく、他校においても良好な変

化が見られた（異なる 2 校を兼務する教員によるコメント）。

 欠席が多い児童が学校を休まなくなった。算数好き 他科目

好き 学校好き 出席率アップ、と教員は考察。 
 保護者からも教材に対する肯定的コメントが寄せられてい

る。 
自立発

展性 
中程度  教材の効果が定量的に検証される必要がある。 

 INAFOCAM が本プロジェクトで行う教員研修をディプロマコ

ースの形で拡大していく構想を有している。これは歓迎すべき

動き。 
 コアグループが現在の職場に継続して勤務する限り、技術移転

の成果は組織内に定着することが見込まれる。 
 （定量的な検証がなされた場合）教育省は教材の印刷費、



INAFOCAM は教員の研修費を継続的に確保していくことが期

待される。 
 
 
３-３ 効果発現に貢献した要因 

 本プロジェクトがドミニカ共和国政府（教育省）のニーズに対応している。 
 本プロジェクトが算数教育における教員と児童のニーズに対応している。 
 日本人専門家によって行われた広域研修であり、日本の経験に基づいて提供され

た指導・助言である。 
 域内の他国と経験を共有できた。 
 プロジェクト実施に際してコアグループのメンバーに熱意があった。 

 
３-４ 問題点及び問題を惹起した要因 

 ドミニカ共和国在住の日本人専門家なしのプロジェクトの設計 
当初ドミニカ共和国在住の日本人専門家なしの設計であった。しかしながら、プロ

ジェクト規模、広域協力という特性から、現地リソースのみでの運営では体制とし

て不十分であった。 
そこで、プロジェクト開始後 2 年を経て長期のプログラム専門家を派遣し、現地の

体制を強化した。 
 在ホンジュラス広域専門家に対する過度な期待 
ホンジュラス在住の広域専門家は 2 カ月に 1 回の来訪ペースとなっていたが、当初

のプロジェクト内容、規模、体制では計画どおりプロジェクトを進めることができ

なかった。 
そこで、プロジェクト開始約 1 年後にプロジェクト･デザイン・マトリックス（PDM）

の内容を改訂し、また長期の日本人専門家を派遣し現地実施体制を強化すること

で、上記の頻度でも対応可能にした。  
 教材作成にかかる事前の準備不足 
本プロジェクトではホンジュラスの PROMETAM で作成した教材からあまり内容

を変更せずにドミニカ共和国版に修正することになっていた。しかし、ホンジュラ

スのカリキュラムとドミニカ共和国のそれは異なっており、事前に十分な比較検討

を行うことなく開始されたため、ホンジュラス版をどのように修正するかについて

多大な時間と労力を要した。両国の同質性と異質性は以下のようにまとめられる。

同質性、類似性、近接性 異質性（ちがい） 
  言語（スペイン語） 
  地理的近接（中米・カリブ） 

  カリキュラム（算数） 
  文化・風土 

 そこで、プロジェクト実施途中だが、ドミニカ共和国のカリキュラムに即した教材を

作成することで合意した。現在は、専門家や現地カウンターパートの不断の努力によ

り計画どおり作成が進んでいる。 
 
３-５ 結論 

プロジェクト目標は協力期間内に達成される見込みである。既述のとおり本プロジェ

クトは、事前段階の準備不足、またプロジェクトの規模、内容にそぐわない実施体制の

影響などにより実施の遅延を招いた。しかし、2006 年 3 月にプロジェクトのデザイン

を変更し、2007 年 5 月に個別専門家（基礎教育プログラム強化）が派遣されてからは

顕著な進捗が見られる。教材に関しては、1-2 年生用の教材は 2008 年 7 月までに、3-4
年生用の教材は 2009 年 7 月までに公式に承認される予定である。したがって、プロジ

ェクト目標は協力期間内に達成される見込みである。 



なお、本プロジェクトは 2010 年 5 月に終了することになっているが、今後残りの期

間において、次の 2 つの活動の実施を予定している。1 つは教材の使用法に関する教員

研修を定期的に実施することであり、もう１つは教員の教えと児童の学びに対して教材

がどれだけインパクトを与えたか、その効果を検証することである。 
 
３-６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

 「作業帳」から「教科書」への名称変更と今後の編集方針を合意したうえで、早

期に教材の位置づけについて確定することを提言した。 
 「研修のシステム化」に関する具体的な活動を明確にしたうえで、今後の詳細な

実施計画の策定、及びドミニカ共和国が実施する研修とプロジェクトで実施する

研修との関係の明確化を提言した。 
 コアグループの能力向上について、①教材開発、②教員研修実施、③モニタリン

グ（授業観察）の能力の観点から指標を設け、定量的、定性的に測定することを

提案した。 
 2007 年に加わったコアグループ 1 人とバリデーション協力校 13 校を合同調整委

員会（CCC）で正式承認した。 
 
３-７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、

実施、運営管理に参考となる事柄） 
 事務所、本部との十分な意思疎通を図ったうえ、専門的・実務的な見地からの検

討を踏まえたプロジェクト形成がなされることが不可欠である。また広域プロジ

ェクト形成の際には、言語、地理的な条件に加え、各国にニーズ、風土、文化等

を十分考慮する必要がある。 
 リソース共有型の広域プロジェクトであっても、プロジェクトの規模、目標等を

勘案し、現地においても十分な実施体制を構築することが必要である。 
 プロジェクト形成時には、プロジェクトの枠組みに加え、広域協力による成果の

評価方法も検討することが望ましい。 
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第１章 中間評価調査団の概要 

 
１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

ドミニカ共和国の基礎教育課程である 1～8 年生（6～13 歳）の純就学率は、1990 年代の約 10 年間

で 30％弱の伸びを示し 2002-2003 年では 91％までの普及を果たしたものの、修了率は未だ 60％（2002
年）と低迷していた。そして、2000 年にユネスコにより実施された小学校 3、4 年生対象の算数科学

力試験結果が参加 13 カ国中 11 位であったことが一つのきっかけとなり、政府は教育の質向上の必

要性を強く認識するに至った。特に主要教科の一つである算数科については 2001-2002 年に実施され

た 4 年生の教育省統一試験結果で基礎学力不足が指摘された。教育省（Secretaría de Estado de 
Educación: SEE）は伝統的な教え込み指導法が問題であるとの認識を持っており、算数指導法の改善

が急務とされた。これらの問題意識のもと日本政府に対し協力要請があり 2002 年より基礎教育分野

に対するセクター専門家、青年海外協力隊（Japan Overseas Cooperation Volunteers: JOCV）、シニア海

外ボランティア（Senior Volunteers: SV）の派遣が開始された。特に算数教育については JOCV を中

心として派遣が開始し、現職教員を対象とした各種研修会実施を経て教員参考書や問題集のサンプル

が作成され、これらの活動がドミニカ共和国政府から高い評価を得られた。 

このような状況のなか、ドミニカ共和国政府より日本に対して同分野への技術協力プロジェクトに

よる協力支援が正式要請され、ホンジュラス算数指導力向上プロジェクト（Proyecto para el 
Mejoramiento de la Enseñanza Técnica en Matemáticas en la República de Honduras: PROMETAM）フェー

ズⅠにて開発された初等算数科の教材を活用して、ドミニカ共和国のカリキュラムや学校の現場に即

した教材の改訂と教材の作成を通じた中核人材（コアグループ）の能力向上を目指す「算数指導力向

上プロジェクト」が 2005 年 5 月より開始された。 
現在 5 年間のプロジェクト実施期間の中間点にあたり、これまでの実績と進捗をレビューし、今後

の活動計画について協議することを目的に、本調査団が派遣された。 

 

１－２ 調査方法 

（１） これまで実施した協力活動について、当初計画に照らし、投入実績、活動実績、計画達成度

を確認し、問題点を整理する。 

（２） 計画達成度を踏まえ、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の

観点から、ドミニカ共和国側関係者とともに、プロジェクトの目標達成度や成果等を評価す

る。 

（３） 上記の評価結果に基づき、プロジェクト終了までの課題や今後の活動計画についてプロジェ

クトチーム、ドミニカ共和国側関係機関と協議し、提言を行う。 

（４） 得られた教訓を取りまとめる。 

（５） 評価・協議結果を双方の合意事項としてミニッツ（Minute of Meeting:M/M）に取りまとめる。 

 

１－３ 調査団の構成 

担当分野 氏 名 派遣期間 所属 

団長/総括 村田 敏雄 02/10-02/19 JICA 国際協力専門員/人間開発部課題アドバイザー 
広域協力 丹原 一広  02/10-02/19 ホンジュラスPROMETAMフェーズ II副総括/業務調整

教育計画 小園 智寛 02/10-02/19 JICA 人間開発部第 1G 基礎教育第 2T 職員 
評価分析 高橋 悟 02/03-02/19 有限会社アイエムジー 

 

１－４ 調査日程 

 月日 曜日 業務行程 

1 2 月 3 日 日 （高橋団員 ドミニカ共和国着） 

2 2 月 4 日 月 JICA 事務所訪問 
教育省表敬 
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合同評価委員会（評価手法、日程の説明） 
3 2 月 5 日 火 サンティアゴ 08-05 地区教育事務所長インタビュー 

JOCV インタビュー 
指導主事インタビュー 
パイロット校“Miguel Ángel Jiménez”校訪問 
GN メンバーインタビュー 

4 2 月 6 日 水 サンティアゴ 08 地域教育事務所長 
パイロット校“La Canela”校訪問 

5 2 月 7 日 木 教員研修視察 
GN メンバーインタビュー 
USAID インタビュー 

6 2 月 8 日 金 BID インタビュー 
GN メンバーインタビュー 
INAFOCAM 所長インタビュー 
基礎教育局長インタビュー 

7 2 月 9 日 土 資料整理 
8 2 月 10 日 日 資料整理 

（村田団長、小園団員 ドミニカ共和国着） 
9 2 月 11 日 月 INAFOCAM 表敬 

団内打合せ 
10 2 月 12 日 火 合同評価レポート案作成 

11 2 月 13 日 水 合同評価委員会 

12 2 月 14 日 木 合同評価委員会 

13 2 月 15 日 金 合同評価委員会 

14 2 月 16 日 土 資料整理 

15 2 月 17 日 日 資料整理 

16 2 月 18 日 月 合同評価委員会（ファイナルドラフト作成）、合同調整委員会準備 

17 2 月 19 日 火 合同調整委員会開催、ミニッツ署名、交換 

在ドミニカ共和国大使館報告 

 

１－５ 主要面談者 

＜ドミニカ共和国側＞ 

○ 教育省（SEE） 

Susana Michel  次官 

Castulo Reyes カリキュラム局長 

Rosa Mena 基礎教育局長 

Isidro Báez カリキュラム局算数科コーディネーター 

Octavio Galán カリキュラム局技官 

Geovanny Lachapell カリキュラム局技官 

Dolores de la Rosa カリキュラム局技官 

Santa Azor 基礎教育局技官 
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○ 国家教員養成研修機関（INAFOCAM） 

Pedro Antonio Eduardo   長官 

Marcelina Piña 技官（プロジェクトコーディネーター） 

 

○ サンティアゴ地区教育事務所 

Pedro Diep サンティアゴ地区教育事務所長 

 

○ サンティアゴ 08-05 地区教育事務所 

Marcos Gonzárez サンティアゴ 08-05 地区教育事務所長 

Genaro Viñas サンティアゴ 08-05 地区技官 

 

○ 経済・計画・開発省（SEEPYD）            

América Bastidas Castañeda        次官 

 

○ 合同評価委員 

Kenny Fabián 国家教員養成研修機関評価分析局長 

Víctor Galán 教育省国家試験管理局長 

Lidia Dalmasí 教育省カリキュラム局アドバイザー 

Pablo Herasme 経済計画開発庁国際協力担当官 

 

＜日本側＞ 

○ 在ドミニカ共和国日本国大使館 

四宮 信隆        特命全権大使 

奥間 靖四    二等書記官 

   

○ 専門家 

木屋 信明      個別専門家（基礎教育プログラム強化） 

 

○ JICA ドミニカ共和国事務所 

吉元 清     事務所長 

篠山 和良   次長 

若林 敏哉   所員 

Doris Holguin 現地職員 

 
                  

          

 

-   -3



第２章 プロジェクトの概要 

２－１ 基本計画 

名称 算数指導力向上プロジェクト 

協力期間 2005.5.10 – 2010.5.09 
上位目標 初等教育第 1 サイクル（1 年生～4 年生）における教師の算数指導力が向上す

る。 
プロジェクト目標 初等教育1年生から4年生までの教師用指導書と児童用作業帳が作成される。

期待される成果 

（アウトプット） 

1．コアグループの算数教育に関する能力（教材開発、教員研修、モニタリ

ング等）が向上される。 
2．ドミニカ共和国の教育事情に則した初等教育 1 年生から 4 年生までの教

師用指導書と児童用作業帳がバリデーション版として作成され、バリデー

ション用の各教材が最終版として改訂される。 
 

２－２ プログラムにおける位置づけ 

対ドミニカ共和国事業実施計画において、教育が援助重点分野の一つとして定められており、特に

「基礎教育」の質の改善が主な課題として挙げられている。本プロジェクトは、上記プログラムの中

心的スキームとして位置づけられ、そのほかに課題別研修や青年海外協力隊（JOCV）の派遣が行わ

れている。 

 

２－３ プロジェクト・デザイン・マトリックス 

 JICA では 1990 年代前半から、プロジェクト管理手法の一環としてプロジェクト・サイクル・マネ

ージメント（Project Cycle Management: PCM）手法を導入した。PCM 手法において中心的役割を果た

すのは、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix: PDM）と名付けられたプロ

ジェクト計画概要表である。これは「目標」「活動」「投入」などのプロジェクトの主要構成要素や、

プロジェクトを取り巻く「外部条件」との論理的相関関係を示したものである。 
 本プロジェクトにおいても、2005 年 5 月の討議議事録（Record of Discussions: R/D）と M/M の締結

時に PDM を作成し、R/D の付属文書として承認された。なお、R/D 締結時作成された PDM は、2006 
年 2 月に当時の状況の踏まえ、活動レベルでの改訂を行った。本中間評価においては、2006 年 2 月

に改訂された PDM に基づいて実施した。 
 

２－４ 実施体制 

 プロジェクトの実施体制は、別添７－８に示すとおりである。 
 本プロジェクトのカウンターパート（Contraparte: C/P）機関は教育省（SEE）であり、教育大臣を

プロジェクトダイレクターとし、国家教員養成研修機関（Instituto Nacional de Formación y Capacitación 
del Magisterio: INAFOCAM）長官をプロジェクトマネージャーとしている。プロジェクトを活動して

いくうえでの中核的なカウンターパート（コアグループ）は、教育省技官 5 人（カリキュラム局 4
人、基礎教育局 1 人）、国家教員養成研修機関職員 1 人、サンティアゴ 08-05 地区教育事務所技官 1
人の合計 7 人から構成されている。 
 日本側は「中米・カリブ算数広域協力」の枠組みにおいて本プロジェクトを実施し、基本的には国

内のプロジェクト活動の支援・調整、他国での研修活動の調整を主業務とする長期専門家（算数教育

/業務調整）が常駐し、ホンジュラスに駐在する長期専門家と協調しながら計画された活動に対する

支援を実施している。 
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第３章 中間評価の方法 
３－１ 評価グリッドの作成 

本中間評価は「JICA 事業評価ガイドライン」に準拠して実施し、評価グリッドを作成のうえ、そ

れらをもとにプロジェクト実績と実施プロセスを把握し、妥当性、有効性、効率性、インパクト、自

立発展性の評価 5 項目の観点から評価した。実績・実施プロセス、評価 5 項目の定義は以下のとおり

である。 

 

（１）実績・実施プロセス 

① 実績 

PDM の投入、成果、プロジェクト目標、上位目標に関する達成度、達成予測に関する情報。 

② 実施プロセス 

PDM の活動の実施状況やプロジェクトの現場で起きている事柄に関する様々な情報。 

 

（２）評価 5 項目 

妥当性 プロジェクトの目標（PDM のプロジェクト目標、上位目標）が、受益者のニ

ーズと合致しているか、援助国側の政策と日本の援助政策との整合性はある

か、といった「援助プロジェクトの正当性」を検討する。 

有効性 

 

PDM の「プロジェクトの成果」の達成度合いと、それが「プロジェクト目標」

の達成にどの程度結びついたかを検討する。 

効率性 

 

プロジェクトの「投入」から生み出される「成果」の程度を把握する。各投

入のタイミング、量、質の適切度を検討する。 

インパクト 

 

プロジェクトが実施されたことにより生じる直接・間接的な正負の影響を検

討する。 

自立発展性 

 

援助が終了した後も、プロジェクト実施による便益が持続されるかどうか、

自立発展に必要な要素を見極めつつ、プロジェクト終了後の自立発展の見通

しを検討する。 

 

３－２ 評価実施方法 

実績・実施プロセスの確認と 5 項目評価を行うための調査項目について、何をどのように実施した

らよいのか具体的な方法を検討するため、①評価設問、②必要な情報・データ、③情報源、④データ

収集方法、を一覧表で示した評価グリッドを作成した（評価グリッドの詳細結果は添付資料２「評価

グリッド結果表（和文）」のとおり）。情報・データ収集方法は、下記のいずれかの方法で実施した。 

 

（１）文献資料調査 

現地調査前と現地調査時に既存の文献、報告書（事前評価報告書、専門家業務報告書等）、その他

プロジェクトが作成した資料、ドミニカ共和国教育省などから必要な情報を収集した。 

 

（２）質問票による調査 

事前に質問票を作成のうえ、日本人専門家、コアグループ、教育省基礎教育局長、バリデーション

校の教員に配布・回収し、情報収集を行った。 

 

（３）インタビュー調査 

プロジェクト関係者（日本人専門家、コアグループ、教育省基礎教育局長、国家教員養成研修機関

長官、サンティアゴ県地方教育事務所長、指導主事、バリデーション校教員、JOCV 等）に対してイ

ンタビュー調査を行い、必要な情報を収集した。 
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第４章 計画達成度 
 

４－１ 投入実績 

４－１－１ 日本側投入 

プロジェクト開始以来、中間評価調査までの日本側投入は以下のとおりである（詳細は添付資料２

「評価グリッド結果表（和文）：プロジェクトの達成状況」を参照）。 

 

（１）専門家派遣 

2005 年 5 月のプロジェクト開始時から 2008 年 2 月までに以下の専門家が派遣された（派遣時期等

の詳細は別添７－１０を参照）。 
＜ホンジュラスからの派遣専門家＞ 

－ 西方憲広（チーフアドバイザー） 

－ 阿部しおり（算数教育） 

－ 丹原一広（副総括／業務調整） 

－ 関谷武司（授業評価） 

＜本邦からの派遣専門家＞ 

－ 木屋信明（基礎教育プログラム強化）※個別専門家による派遣 

－ 村田敏雄（研修システム） 

－ 夏坂哲志（授業改善） 

 

（２）広域研修 

以下の広域研修が実施された。実施期間、参加者氏名等の詳細は別添７－５を参照。 

① 本邦広域研修（4 人）－ 2005 年 10-11 月 
② ホンジュラス在外広域研修（5 人）― 2006 年 4-5 月 
③ 本邦広域研修（4 人） ―  2006 年 6-7 月 
④ ホンジュラス在外広域研修（8 人）―  2007 年 4-5 月 
⑤ 本邦広域研修（4 人） ―  2007 年 11-12 月 
 

 

（３）アドバイザリーチームの雇用 

日本側は 2 人のドミニカ共和国人コンサルタントを雇用している。 

 

（４）プロジェクト実施に必要な経費 

プロジェクト実施に必要な経費は日本側によって然るべく賄われている。現地業務費の支出状況は

別添７－９のとおりであり、供与機材は別添７－１０のとおりである。 

 

４－１－２ ドミニカ共和国側投入 

プロジェクト開始以来、中間評価調査までのドミニカ共和国側投入は以下のとおりである（詳細は

添付資料２「評価グリッド（和文）：プロジェクトの達成状況」を参照）。 

 

（１）カウンターパートの配置 

2008 年 2 月現在、直接的カウンターパートであるコアグループのメンバーは 7 人である（別添７

－８の実施体制図を参照）。 

 

（２）プロジェクトに必要な施設・事務スペースの提供 
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プロジェクトに必要な施設・事務スペースは INAFOCAM によって提供されている。 
 
（３）プロジェクト実施に必要な経費 

プロジェクトに必要な経費はドミニカ共和国側（教育省、INAFOCAM、サンティアゴ 08-05 地区

教育事務所）によって賄われている。本プロジェクトへの INAFOCAM の拠出額は以下のとおりで

ある。 
 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 

総額 1,750,000 ペソ 4,500,000 ペソ 3,200,000 ペソ 980,000 ペソ（評価時点）

 
（４）INAFOCAM による算数能力向上のための研修 

研修にかかるすべての経費は INAFOCAM によって賄われている。 
 

４－２ 実施プロセス 

実施プロセスの詳細については、添付資料２「評価グリッド結果表（和文）：プロジェクトの実施

プロセス」を参照。 

 

（１）プロジェクト運営体制 

2005 年 5 月 10 日に署名された討議議事録（R/D）によれば、教育大臣かそれが任命する者がプロ

ジェクト・セネラル・ディレクターとして本プロジェクトの運営・実施における全責任を担い、

INAFOCAM の長がプロジェクト・ディレクターとして本プロジェクトの管理・技術面における責任

を担うと規定されている。 
またカウンターパート（コアグループのメンバー）の人数は 3 人から 7 人に増加した。彼らは日本

人専門家と緊密に協働し、本プロジェクトの様々な活動において重要な役割を果たしている。プロジ

ェクトの実施体制図は別添７－８のとおりである。 

 

（２）活動の実施 

プロジェクト活動の当初計画と実績は別添７－５に示されている。教材作成に必要な時間、作業量、

具体的な業務がプロジェクト形成段階で細かく検討・計算されなかった。さらに当時、ドミニカ共和

国に滞在する算数教育の日本人スペシャリストを想定していなかった。それにもかかわらず、プロジ

ェクト活動は日本・ドミニカ双方の不断の努力で実施されている。 

 

（３）プロジェクト関係者間のコミュニケーション 

技術的なレベルでは多少の意見の食い違いはあるものの、カウンターパート（コアグループのメン

バー）と日本人専門家とのコミュニケーションは日常業務や会議を通じて概ね順調に行われている。 

 

（４）モニタリングと評価 

合同調整委員会（Comité Coordinador Conjunto: CCC）は重要事項について協議し意思決定を行った。

同委員会は 2006 年 2 月と 2007 年 6 月に開催されている。 
また中間評価調査が 2008 年 2 月に実施された。終了時評価調査は 2009-2010 年に行われる予定で

ある。 
 

（５）当事者意識 

教育省はドミニカ共和国の基礎教育学校の第 1 サイクルの教員の算数指導力を向上させるために

は本プロジェクトが不可欠であると認識している。コアグループのメンバーは彼ら自身が作成した教

材に特別な愛着を感じている。 
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（６）技術協力の方法 

本プロジェクトは、JICA の広域協力の枠組みでホンジュラス共和国算数指導力向上プロジェクト

（PROMETAM）の第 2 フェーズから技術支援を受けている。広域協力は 5 カ国（ドミニカ共和国、

エルサルバドル、グアテマラ、ニカラグア、ホンジュラス）の 5 つのプロジェクトから構成されてい

る。 
本プロジェクトは、主にホンジュラスから派遣される日本人専門家から技術支援を受けている。彼

らの努力と献身が賞賛に値するものであることは疑いない。しかし、広域専門家のドミニカ共和国訪

問は 2 カ月に 1 回のペースであり、毎回の滞在期間は実質 3 日間であることから、日本人専門家がコ

アグループに対して十分な技術（専門性）移転を行うことは難しく、またコアグループにとってもそ

うした短期間で日本人専門家から授かる知識とスキルを十分に理解・吸収することは困難と思われる。

その意味で、本プロジェクトは構造的困難さと地理的制約を最初から内包していたといえる。 
また JICA の全体プログラムのなかで、本プロジェクトと JOCV は連絡を取り、相互にその活動を

補完し合っている。 
なお、USAID がスペイン語と算数に関する協力プロジェクトを行っている。一つは、「読み書きに

おける教員研修のためのセンター・オブ・エクセレンス（CETT）」と呼ばれるものであり、もう一つ

は「教員の有効性（TEF）」と呼ばれるものである。両者の関係は下表のとおりである。USAID は TEF
においてカトリック大学（Pontificia Universidad Católica Madre y Maestra）に対して教材作成と教員研

修（サントドミンゴ、サンティアゴ、ベガの教員 840 人を対象）を業務委託している。 
学年 国語（スペイン語） 算数 

1 
2 
3 

CETT 

4 TEF 

TEF 
（libro del profesor と 

libro del estudiante の作成） 

（注）現時点での TEF の成果品としては、3 年生用の書籍（libro del estudiante）が完成しているだ

けである。 
 
 

４－３ プロジェクトの達成状況 

４－３－１ 成果の達成状況 

ここでは主に PDM に明記された活動を実施することによって生まれた成果について述べる。個々

の活動についてはそのなかで言及する（詳細は添付資料２「評価グリッド結果表（和文）：プロジェ

クトの達成状況」を参照）。 

 

（１）成果 1：算数教育（教材作成、研修、モニタリング等）に関するコアグループの能力が向上す

る。 

【指標】広域研修の結果 

 

本プロジェクトのコアグループの人数はプロジェクト開始当初は 3 人であったが、2006 年 4 月に 8
人に増やすことが双方によって合意された。6 人は配置されていたが、2 人は未配置であった。しか

し、教育省基礎教育局から 1 人が任命され、現在は 7 人となっている。 
日本とホンジュラスで行われた研修（別添７－６参照）と国内での日常業務を通じて、コアグルー

プの算数教育に関する能力は次の点で向上したといえる。 
 教科に関する知識（算数科そのものに対する正しい理解）  

 教材開発能力 

-   -8



① 国家カリキュラムを系統表で示し、その内容を分析する能力 

② 個々の単元の指導計画を作成する能力 

③ 実際の授業案を作成する能力 

 

ただし、これらが向上したことを客観的かつ定量的に示す文書は存在せず、印象や推測の域を出な

いのが現状である。他方、広域専門家がコアグループの専門能力を測定するフォーマットを現在作成

中であり、本プロジェクトの終了時評価調査までには、その結果が定量的に示される予定である。 

 

教材（教師用指導書と児童用作業帳）の使用法に関する教員研修の実績と計画は下表のとおりであ

る。 

実績 計画 
時期 

場所 第 1 回 第 2 回 第 3 回 第 4 回 第 5 回 第 6 回
第 7 回（最

終） 
サ ン ト
ド 
ミンゴ 

‘07.9.21-22  
(32 人) 

‘07.1.18 
(30 人) 

‘08.1.25 
 (32 人) 

‘08.2.7 
 (28 人) ‘08.2.29 ‘08.4.11 ‘08.5.2 

サンテ
ィアゴ 

‘07.8.13-17 
(198 人) 

‘07.10.5-6 
 (102 人) 

‘07.12.7 
 (94 人) 

‘08.1.11 
 (97 人) ‘08.2.29 ‘08.4.11 ‘08.5.2 

（注）バリデーション協力校の数は全部で 20 校である。サントドミンゴでの研修には、サントドミ
ンゴ、アスア、サンペドロ・デ・マコリスの 3 県から各 1 校（計 3 校）の教員が参加した。サンティ
アゴでの研修には、サンティアゴ 08-05 地区のパイロット校 6 校とバリデーション協力校 11 校の教員
が参加した。カッコ内の数値は参加者数である。 
 

なお、これまでは教師用指導書（Guía para Maestros y maestras: GM）と児童用作業帳（Cuaderno de 
Trabajo: CT）の作成に手一杯であったため、コアグループによるパイロット校での授業観察、インタ

ビュー、会議等は十分に行われているとは言いがたい。 
コアグループのバリデーションのための研修能力とモニタリング能力についても、教材開発能力と

同様に、今後広域専門家によって定量的に測定するツールが開発されることが期待される。 
 

（２）成果 2-1：PROMETAM の教師用指導書と児童用作業帳がドミニカ共和国の現状に即して修正

され、基礎教育 1-4 年生のバリデーション版として作成される。 

成果 2-2: 2-1 で言及されたバリデーションが終了する。 

【指標】成果品 

 

そもそもホンジュラスとドミニカ共和国の算数のカリキュラムに違いがあるため、ホンジュラス版

をドミニカ共和国版に改訂するには、これまで想定した以上の多大な時間を要した。しかし、1-2 年

生の教材（GM と CT）作成を通じて得られた知見と経験をもとに、3-4 年生の教材作成は大幅にスピ

ードアップする見込みである。 
バリデーションの実績と予定は下表のとおりである。 

段階／学年 1 年生 2 年生 3 年生 4 年生 
作成 2005 年 5 月－ 

2007 年 5 月 
2005 年 5 月－ 

2007 年 8 月 
2007 年 8 月－ 

2008 年 4 月 
2007 年 8 月－ 

2008 年 4 月 
試用・検証 2007 年 9 月－ 

2008 年 6 月 
2007 年 9 月－ 

2008 年 6 月 
2008 年 9 月－ 

2009 年 6 月 
2008 年 9 月－ 

2009 年 6 月 
最終修正 2008 年 3-6 月 2008 年 4-6 月 2009 年 3-6 月 2009 年 4-6 月 

（注）太枠部分については記載されている期間に実施された。その他の部分については記載されて
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いる期間に実施予定。 

 

４－３－２ プロジェクト目標の達成状況 

（目標：基礎教育レベルの 1-4 年生の算数の教師用指導書と児童用作業帳を修正し作成する） 

【指標：教師用指導書と児童用作業帳の教育省による公式承認】 

 

2008 年 2 月現在の教材作成の状況（実績と予定）は下表のとおりである。 
段階／学年 1 年生 2 年生 3 年生 4 年生 
作成 2007 年 5 月 2007 年 8 月 （2008 年 4 月） （2008 年 4 月）

バリデーション 2008 年 6 月 2008 年 6 月 2009 年 6 月 2009 年 6 月 
公式承認 2008 年 6-7 月 2008 年 6-7 月 2009 年 6-7 月 2009 年 6-7 月

（注）太枠部分については記載されている年月に終了した。その他の部分については記載されている
年月までに終了予定。バリデーションの概念は広いが、その大半の時間と労力は学校での試用に費や
される。各教材はバリデーションを経て教育省によって公式承認されることになる。作成に関する当
初計画と実績との対比は別添７－５のとおりである。 
 

４－３－３ 上位目標の達成状況 

（目標：基礎教育学校の第 1 サイクルの教員の算数指導力を向上させる） 

【指標：算数の授業分析の結果】 

上位目標は通例プロジェクト終了後 5～10 年後に達成される目標と想定されている。その意味で

は、現時点でドミニカ共和国において初等教育第 1 サイクルの教員の算数指導力が向上したと断定

するには時期尚早である。しかしながら、少なくともサンティアゴ 08-05 地区のバリデーション協

力校の 2 校（Miguel Ángel Jiménez 校と La Canela 校）の教員は、本プロジェクトの枠組みで作成さ

れた教材、すなわち教師用指導書と児童用作業帳のおかげで算数の授業に良好な変化があったと述

べている。さらに、算数以外の科目やバリデーション協力校以外の学校でも好影響が出ていること

が確認されている（別添７－４を参照）。 
 

 

第５章 中間評価結果 
 

５－１ 評価 5項目による評価 

評価 5項目の観点から、「高い」、「中程度」、「低い」の 3段階で評価した。 

 

５－１－１ 妥当性：中程度 

（１）政府政策との整合性 

 2004 年 8 月に発足したフェルナンデス政権は、社会的平等・公正と経済成長の両立を通じ

た民主国家の強化を開発戦略として掲げ、1) 民主主義的統治の強化、2) 各種制度改革によ

る民主主義の強化、3) 経済の安定と成長の回復、4) 経済の生産性と競争力の強化、5）社

会の公正・平等の達成の 5 点を基本目標としている。また、同大統領は就任演説において

2003 年の経済危機の回復が急務であるとし、最優先課題としてマクロ経済安定化（国際的

信用回復、緊縮財政、金融システム強化）を掲げるとともに、社会政策として貧困撲滅プロ

グラムの実施、停電問題対応、労働力向上のための教育の質改善などを挙げている。 
 プロジェクト形成時に参照された「ドミニカ共和国教育開発戦略計画 2003-2012」は、次の

5 つの戦略軸を挙げている。 
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- 戦略軸 1: 民主化と平等（Democratización y Equidad） 
- 戦略軸 2: 教育の質（Calidad de la Educación） 
- 戦略軸 3: 教員の質（Calidad del Docente） 
- 戦略軸 4: 地方分権化（Descentralización） 
- 戦略軸 5: 財政（Financiamiento） 
 さらに「教育 10 カ年計画 2007-2017」（第 5 稿）は、上記の戦略軸に関連する 10 の政策を

示している。 
 本プログラムは、基礎教育レベルの 1-4 年生の算数の教師用指導書（GM）と児童用作業帳

（CT）の作成を通じ、上記の下線を引いた戦略軸に呼応するものである。 
 このように、本プロジェクトはドミニカ共和国の開発政策やニーズと合致している。 

 

（２）ターゲットグループのニーズとの整合性 

 本プロジェクトのターゲットグループは、コアグループのメンバーと、サンティアゴ 08-05
地区の 17 校の基礎教育学校の教員、サントドミンゴ、アスア、サンペドロ・デ・マコリス

の各 1 校（計 3 校）の教員である。 
 教育省カリキュラム局の本来業務は、自ら教材（GM と CT）を作成するのではなく、民間

企業が作成した教科書を精査し、そのなかから良いものを選定し配布することである。しか

し、本プロジェクトでは同省のスタッフが自ら教材を作成するように設計されており、その

点において彼らは当初戸惑ったうえに、業務量や負担が増えたことは否めない。それにもか

かわらず、コアグループのメンバーはこの作成プロセスを通じて多くの知見と能力を身につ

けることができたと実感しており、彼らはこの作業を概ね肯定的にとらえている。 

 また学校現場においては、教員は教授力の向上に資する教材と研修を強く求めており、児童

は良い教材を欲し、算数を楽しく学びたいと願っていた。 

 このように、プロジェクト目標はターゲットグループのニーズと符合している。 

 

（３）日本の ODA 政策との整合性 

 日本政府は 2002 年に発表された「成長のための基礎教育イニシアティブ」（Basic Education 
for Growth Initiative: BEGIN）において、開発途上国の教育の「質」向上への支援を重点事項

として位置づけており、そのなかで次の 3 点を細目として挙げている。 
① 理数科教育支援 

② 教員養成・訓練に対する支援 

③ 学校の管理・運営能力の向上支援 

 2003 年 8 月に実施された日本・ドミニカ共和国現地経済協力政策協議において、日本の援

助重点分野を、1) 農林水産業、2) 保健、3) 教育、4) 環境、5) 貿易投資促進、 6) 観光の

6 分野に絞り込むことで先方政府と合意している。 
 このように、本プロジェクトは日本の ODA 政策と整合している。 

 

（４）その他（計画の妥当性に関する情報・考察等） 

 本プロジェクトはマクロ的な妥当性は高いものの、その設計において、妥当性や他の項目の

評定を下げる欠陥を内包していたと考えられる。具体的には、ドミニカ共和国内に滞在する

日本人の長期専門家不在のもとに技術協力プロジェクトを行うことが当初計画されていた

ことである。プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix: PDM）に記載

されている日本側の人的投入はホンジュラスに滞在する日本人専門家だけであり、彼らが

時々行う技術支援に過度に依存した設計となっている。 

 現時点において教育省は、本プロジェクトが作成している CT はあくまでも CT であって教
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科書ではないと認識している。他方日本側は、名称は CT であるが、内容はドミニカ共和国

のカリキュラムに準じており、実質的には教科書と同じものと見なしている。したがって両

者の見解には齟齬がある。この点について、プロジェクト形成段階で、教科書とは異なる

CT を作成するのか、名称は CT であるが実質的には教科書と同じものを作成するのかにつ

いて、深く議論をした形跡はない。PDM を読む限り、ホンジュラス版 CT を名称を変えず

にそのままドミニカ共和国に持ち込み、これに修正を加えることを目指しているように受け

取れる。双方は、2005 年当時、ドミニカ共和国側が真に必要としていたのは教科書であっ

たのか CT であったのか、また CT であったとしても、その内容や位置づけを十分に議論せ

ずに、プロジェクトを開始し今日に至っていた。調査期間中、合同評価委員会の提言を受け、

合同調整委員会にて「生徒のための教材」を意味する「Libro del Estudiante」または「Libro de 
Estudiantes」に名称を変更し、教育省の検定を経て早期に教材の位置づけを確定することに

なった。 
 USAID も Teacher Effectiveness（TEF）というプロジェクトにおいて、初等教育 1-4 年生の算

数の本（libro del estudiante）を作成中である。 
 
５－１－２ 有効性：中程度 

（１）プロジェクト目標に対する成果の貢献 

 プロジェクト目標と成果は部分的に達成されているが、本プロジェクトはそれらの達成に向

けて進展している。 

＜教材作成＞ 

 別添７－１に記載のとおり、1-2 年生用教材（GM と CT）は作成済みであり、現在 20 校（サ

ンティアゴ 17 校、サントドミンゴ 1 校、アスア 1 校、サンペドロ・デ・マコリス 1 校）でバリ

デーション中である。3-4 年生用教材は現在作成中であり、2008 年 4 月までにバリデーション版

が作成される予定である。 
 本プロジェクトでは教材の効果を測定するために、次のような学力試験を児童（4 県で約

1500 人）を対象に行った。これにより定量的な結果を得ることができると考えられる。 
 2008 年 1 月 2008 年 6 月 
1 年生 ― GM と CT 導入後に、1 年生で学んだ内容

をどれだけ理解しているかを測定する学
力試験 

2 年生 GM と CT 導入前に、1 年生で学んだ
内容をどれだけ理解しているかを測
定する学力試験 

GM と CT 導入後に、2 年生で学んだ内容
をどれだけ理解しているかを測定する学
力試験 

3 年生 GM と CT 導入前に、2 年生で学んだ
内容をどれだけ理解しているかを測
定する学力試験 

― 

 これら教材の作成を通じて、コアグループのメンバーは自身の算数教育に関する能力が向上

したと感じている。 

＜パイロット校の教員の研修＞ 

 教育の質向上を図るための戦略プロセスでは、まず教材を開発し次にその教材で提示された

方法をもとに教員研修が計画される必要がある。そのため現在までプロジェクト活動の優先度は

教材開発に置かれてきた。したがって教員研修に関するプロジェクトの進捗は教育省が期待する

水準まで達していない。 

 GM と CT 使用法に関する研修は 2007 年 8 月に開始され、2008 年 5 月に予定されている 7
回目の研修をもって終了する予定である。こうした研修計画が作成されている。 

＜パイロット校でのフォローアップ＞ 

 コアグループのメンバーによるパイロット校でのフォローアップ（授業観察、インタビュー、

比較 

比較 
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会議等）はこれまでほとんど行われなかった。その理由は、本来業務に加えて教材作成に多忙で

あったからである。 

 

 総じて本プロジェクトは着実に活動を進めており、このペースを維持していけばプロジェク

ト終了時までに成果を達成するとともに、プロジェクト目標を達成することが期待できる。 

 

（２）ターゲットグループが享受した便益 

 先に述べたとおり、教材作成はコアグループのメンバーの本来業務ではない。教材を作成す

ることによって彼らの業務量や負担が増えたことは事実である。しかし、彼らはこの作成プロセ

スを通じて多くの知見と能力を身につけることができたと実感している。 

 また学校教員も GM と CT の導入前に比べて、導入後のほうが格段に教え方が向上したと実

感している。 

 

（３）プロジェクト目標や成果の達成のための阻害・貢献要因 

＜阻害要因＞ 

 当初ドミニカ共和国在住の日本人専門家なしの計画であった。しかしながら、プロジェクト

規模、広域協力という特性から、現地リソースのみでの運営では体制として不十分であった。 

そこで、プロジェクト開始後 2 年を経て長期のプログラム専門家を派遣し、現地の体制を強化

した。 

 

 在ホンジュラス広域専門家は 2 カ月に 1 回の来訪ペースとなっていたが、当初のプロジェク

ト内容、規模、体制では計画どおりプロジェクトを進めることができなかった。 
そこで、プロジェクト開始約 1 年後に PDM の内容を改訂し、また長期の日本人専門家を派遣し

現地実施体制を強化することで、上記の頻度でも実施可能なように対応した。  

 

 本プロジェクトではホンジュラスの PROMETAM で作成した教材からあまり内容を変えず

にドミニカ共和国版に修正することになっていた。しかし、ホンジュラスのカリキュラムとドミ

ニカ共和国のそれは異なっており、事前に十分な比較検討を行うことなく開始されたため、ホン

ジュラス版をどのように修正するかについて多大な時間と労力を要した。両国の同質性と異質性

は以下のようにまとめられる。 

同質性、類似性、近接性 異質性（ちがい） 

 言語（スペイン語） 

 地理的近接（中米・カリブ） 

 カリキュラム（算数） 

 文化・風土 

そこで、プロジェクトの実施途中だが、ドミニカ共和国のカリキュラムに即した教材を作成す

ることで合意した。現在は、専門家や現地カウンターパートの不断の努力により計画どおり作

成が進んでいる。 

 

＜貢献要因＞ 

 本プロジェクトはドミニカ共和国政府（教育省）のニーズに対応したものである。 

 本プロジェクトは算数教育における教員と児童のニーズに対応したものである。 

 日本人専門家によって行われた広域研修であり、日本の経験に基づいて提供された指導・助

言である。 

 域内の他国と経験を共有できた。 

 プロジェクト実施に際してコアグループのメンバーに熱意があった。 
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５－１－３ 効率性：中程度 

（１）成果達成のための投入と活動の適切さ 

 投入と活動は成果を生み出すことに寄与している。 

 人材、機材、経費などの投入はすべてプロジェクトの実施に不可欠な要素となっている。 

 2005 年にスタートした本プロジェクトは、当初、ドミニカ共和国在住の日本人専門家とド

ミニカ共和国人専任者の不在により、活動の中心をサンティアゴ 08-05 地区における学校教員の

研修モデルの構築に置いていた。しかし、2006 年 3 月にプロジェクトのデザインが変更されて

からは顕著な進捗が見られる。 
 教材（GM と CT）に関しては、2008 年 6 月までに第 1～2 学年用のバリデーション版が最

終修正され、2009 年 6 月までに 3-4 年生用のバリデーション版が最終修正される予定である。

したがって、プロジェクト目標は協力期間中に達成される見込みである。 

 

（２）ドミニカ共和国側と日本側の投入の適切さ 

 別添７－１に記載のとおり、ドミニカ共和国側の投入は適切に行われている。 

 別添７－１に記載のとおり、日本側の投入も適切に行われている。 

 

（３） 運営管理の効率性 

 本プロジェクトは最大限の成果を生むために国内と域内のリソースをフルに活用している。 

 他方既述のとおりプロジェクトの効率性に影響を及ぼした幾つかの阻害要因が存在する。 

 

５－１－４ インパクト：中程度 

（１）上位目標達成の見込み 

 上位目標は通例プロジェクト終了後 5～10 年後に達成される目標と想定されている。しかし

ながら、少なくともサンティアゴ08-05地区のバリデーション協力校の2校（Miguel Ángel Jiménez
校と La Canela 校）の教員は、算数教育に変化が見られると述べている（詳細は別添７－４を参

照）。 

 既述のとおりパイロット・バリデーション協力校の教員は昨年 8 月から教材の使用法に関す

る研修を受講するようになった。彼らは基本的に月 1 回、1 日の研修に参加するために学校を休

む。これはある意味で彼らの他の業務を圧迫し、児童が学ぶ機会が奪われてしまうという犠牲を

生んでいるともいえる。しかし、教員は一様にこれらのデメリットを補って余りあるメリットを

得ていると述べている。具体的な指導法を学べることに加えて、特に他の学校の教員と意見交換

や経験共有をできることが有益であると述べる教員が多い。 

 教材を活用し、研修を受講することによって、多くの教員が同様の変化を感じ取ることが期

待される。 

 

（２）プロジェクト実施によるインパクトと波及効果 

 大きな阻害要因は見当たらないが、何名かの教員は GM と CT の導入によって、事前に材料

や道具を用意しなければならなくなり、以前よりも多くの時間を授業の準備に充てなければなら

なくなったと述べている。このコメントから、彼らが新しく開発された教材を用いて新しい教授

法に適応しようと奮闘している様子がうかがえる。 

 上述のとおり教員の算数指導力向上に伴って児童の学ぶ姿勢にも良好な変化が見られる。児

童は算数を恐れなくなり、算数が好きになり、他の科目も好きになった。その結果、学校が好き

になり、欠席しなくなった児童がいる、とコメントした教員もいる。 

 さらに教材（特に CT）に関して、保護者からも好意的なコメントが寄せられている。これ

らについては別添７－４を参照されたい。 
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 以上はあくまでも教員の定性的な印象や感覚であるため、「有効性」の表中で述べたとおり、

教材の効果を測定するために、児童を対象に 2008 年内に学力試験を 2 回実施し、定量的な結果

を得ることを予定している。 

 

５－１－５ 自立発展性：中程度 

（１）政策・制度的側面 

 教育省が教材を全国に普及するには客観的かつ定量的なエビデンスが必要である。その意味

では、「有効性」の表中で述べたとおり、教材の効果を測定するために、児童を対象とした 2 回

の学力試験の結果を待つ必要がある。 

 現在 INAFOCAM は、算数の指導法、教科内容の知識、本プロジェクトで行っている教材の

作成・使用についての研修を一つのディプロマコースとして提供することを検討している。この

ディプロマコースは INAFOCAM が大学に研修の実施を委託して行うものである。 

（２）組織・技術的側面 

 2008 年 2 月までに延べで 25 人が本邦研修と広域研修を受けている。これらの研修受講者の

なかには教育省の局長レベルの人材も含まれている。彼らと GN メンバーが現在の職場に継続し

て勤務する限り、算数教育に関する知識と経験は教育省内に定着するものと思料される。 

 そのためには、以下の能力を向上させる必要がある。 

 算数科に関する知識  

 教材開発能力 

 研修実施能力 

 モニタリング能力 

（３）財政的側面 

 教育省は十分な予算を確保しており、 教材の印刷・普及に関する資金的心配は少ない。 

 INAFOCAM は十分な予算を確保しており、教材の使用法に関する研修、あるいはその研修

を含めたディプロマコースの提供に関する資金的心配は少ない。 

 

５－２ 結論 

 プロジェクト目標は協力期間内に達成される見込みである。 

 本プロジェクトは、目標・成果を達成するための投入や実施体制の検討が不十分であった。

PDM においては、ドミニカ共和国在住の日本人専門家なしに、ホンジュラス在住の日本人専門

家（広域専門家）が時々ドミニカ共和国を訪問して技術支援を与えることになっていた。このよ

うな“遠隔操作”では、ドミニカ共和国人のコアグループ（GN）と緊密に協働することは困難で

あった。これに加えて、ホンジュラスで開発された教材（GM と CT）をドミニカ共和国に持ち

込こんで修正する際、双方のカリキュラムや、その背景となる文化・風土の相違を十分考慮して

いなかったため、想定以上の困難を招いた。こうした事情により、事業の進捗が当初期待されて

いたとおりには進まなかった。 

 しかし、2006 年 3 月にプロジェクトのデザインを変更し、2007 年 5 月に個別専門家（基礎

教育プログラム強化）が派遣されてからは顕著な進捗が見られる。教材（GM と CT）に関して

は、1-2 年生用の教材は 2008 年 7 月までに、3-4 年生用の教材は 2009 年 7 月までに公式に承認

される予定である。したがって、プロジェクト目標は協力期間内に達成される見込みである。 
 本プロジェクトは 2010 年 5 月に終了することになっているが、今後残りの期間において、

次の二つの活動の実施を予定している。一つは教材の使用法に関する教員研修を定期的に実施す

ることである。もう一つは教員の教えと児童の学びに対して教材がどれだけインパクトを与えた

かその効果を検証することである。 
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第６章提言と教訓 
 

６－１ 提言 

(１) 教材の編集方針の明確化 

調査の結果、一部の関係者から児童用作業帳（CT）は「教科書」としての要件を満たしてい

ないとの懸念が示された。他方、パイロット校の教員からは優れた教材であるとの評価を得てお

り、合同評価委員会によれば、少なくとも現在バリデーション版が作成されている 1-2 年生の教

材については、教科書としての要件を十分に満たしているとの考えが表明された。 

また、「作業帳」という名称が、教材の内容を十分に理解していない人の誤解を招いていたこ

とが判明したため、合同評価委員会の提言により、合同調整委員会にて名称を生徒のための教材

を意味する「Libro del Estudiante」または「Libro de Estudiantes」に変更し、教育省の検定を経て、

早期に教材の位置づけを確定することとなった。 

今後の活動においてもバリデーションのプロセスのなかで、今回確認された編集方針（基本的

に現行どおり）を堅持して編集を進めることを提言した。 

 

(２) 「研修のシステム化」の具体化 

これまで研修のシステム化については、具体的なイメージが共有されておらず、そのプロセス

も明確になっていなかった。しかしながら、合同評価を経て、「開発教材を用いた研修の結果を、

将来の普及に向けてとりまとめる」という認識を関係者間で共有した。 

他方、研修内容については、プロジェクトのバリデーションを念頭においた導入研修と、算数

の教科内容や指導方法に関する能力向上研修を組み合わせることが構想されているが、それらの

具体的な実施計画やプロジェクトとの関係が十分に整理されていなかった。今後、年間活動計画

の策定の過程で、以上の事項を明確にするよう提言した。 

 

(３) 実施体制の強化 

2006 年 4 月署名のミニッツによれば、コアグループは 6 人となっているが、現在は 7 人体制

になっていた。そのため、合同調整委員会は 2007 年に加わった教育省技官 1 人を正式にコアグ

ループとして任命した。 

今後のバリデーション作業において、学校へのモニタリングとその結果の教材への反映には多

大な労力を要することが予想されている。プロジェクトの円滑な実施のためには、これらの作業

量に応じた実施体制の強化が必要であり、具体的にはサンティアゴでのモニタリングチームの人

員増と算数教育に関する専門的なアドバイスが可能な外部人材（学識経験者）の投入が期待され

る。本事項の実現可能性について関係者間で協議することを提言した。 

 

(４) コアグループの能力測定 

これまで、コアグループの能力向上の度合いを測定する指標が存在しなかった。そこで、中間

評価において関係者と協議した結果、①教材開発、②教員研修実施、③モニタリング（授業観察）

の能力を定量的、定性的に測定することが合意された。 

今後は、広域専門家の支援を得つつ、具体的な評価フォーマット、評価項目、評価プロセスを
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規定することを提言した。 

 

(５) ターゲットグループの拡大（バリデーション協力校の承認） 

 コアグループのメンバーとサンティアゴ 08－05 地区の 6 校の教員がターゲットグループであ

ったが、バリデーションの信頼性を高めたいとのドミニカ共和国側の意向を尊重し、新たに同地

区で 11 校、サントドミンゴ、アスア、サンペドロ・デ・マコリスで各地区 1 校をバリデーショ

ン協力校に加えた。しかし、それらの正式承認が得られていなかったので、今回の合同調整委員

会にて正式に承認することを提言した。 

 

６－２ 教訓 

(１) プロジェクト形成のあり方 

プロジェクト形成時（在外事務所主導）や事前評価時（本部判断）において、ドミニカ共和国

の教育システムや協力の背景が他の広域対象国と大きく異なることが把握されておらず、広域協

力の運営上さまざまな困難を伴った。また、本プロジェクトの目標・成果とこれを達成するため

の投入や実施体制の検討が十分でなかったため、プロジェクトの実施に困難が生じ、開始約 1

年の時点で PDM の大幅な変更を行うこととなった。さらには、プロジェクト形成や事前評価の

過程で、プロジェクト開始までのスピードやタイミングといった要素への配慮も必要であったと

思われるが、専門的・実務的な見地からの検討が不十分であったことも否めない。 

 

＜教訓１＞事務所、本部との十分な意思疎通を図ったうえ、専門的・実務的な見地からの検討を

踏まえたプロジェクト形成がなされることが不可欠である。 

 

(２) 広域協力の実施体制（日本人専門家の重要性） 

本プロジェクトは、広域算数協力の一環として実施されており、教材作成とそれを通じた教育

省人材育成が目標となっている。技術面での支援は広域専門家が中心となって実施されるが、広

域協力としての要素が加わることで、関係者間の連絡調整、進捗管理などのプロジェクト運営は

複雑さを増したともいえる。本プロジェクトは、当初、非専任のローカルコンサルタントが運営

管理を行っていたが、プロジェクト開始から日本人長期専門家が着任するまでの間、事業の進捗

が停滞していた。 

 

＜教訓２＞リソース共有型の広域プロジェクトであっても、プロジェクトの規模、目標等を勘案

し、十分な現地実施体制を整える必要がある。活動内容や進捗状況によっては、現地リソースの

みによるプロジェクト運営が困難な場合もあり、現実的には、可能な限り日本人専門家を投入す

ることが望ましい。 

 

(３) 達成目標や評価に関する指標 

当初、達成目標や評価に関する指標は、プロジェクト開始後、広域研修の成果を中心に具体的

に設定することを想定していた。しかし、各国共通で使用する指標の標準化など、技術的に困難
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な点が存在し、対応が遅れている。そのため、プロジェクトの評価やモニタリングに際して、達

成度やプロジェクトの進捗を客観的に把握することが難しくなっている。 

 

＜教訓３＞プロジェクト形成時には、プロジェクトの枠組みに加え、広域協力による成果の評価

方法についても検討することが望ましい。なお、本プロジェクトにおける C/P の能力評価につい

ては、広域専門家により評価フォーマット案が作成され、今後試行することで合意した。 

 

６－３ その他 

 プロジェクトの評価結果からは明確に導き出せないが、中間評価の過程を通じて調査団が有した印

象をもとに、今後の協力のあり方にとって有用と思われる事項を以下に簡潔に取りまとめる。 

 

（１） 戦略的プログラムの策定 

本プロジェクトと JOCV 複数派遣との関係はプログラムにおける両者の位置づけが必ずしも

明確でないものの、当事者の資質や臨機応変な対応により、現時点では、よい連携が図られてい

る。今後、プロジェクト終了後を見据え、戦略的なプログラムを検討していく必要がある。 

 

（２） 他ドナー（特に USAID 教材）との調整 

ドミニカ共和国においては、同時期に複数の教材作成が可能であり、現在はJICAに加えUSAID

が算数教材を開発している。いずれの教材も検定段階には至っておらず、地理的な重複がないこ

とから、教育省は調整の必要はないとの見解である。USAID も、教材の多様化は質の向上に寄

与するとの思想に基づいており、他教材に優先しての全国配布などを目指すつもりはないとの見

解である。内容的には、合同評価委員会メンバーが認めるとおり、本プロジェクトの教材は、「教

科書」としての要件を満たしており、全国配布の可能性は少なくない。このような他ドナーの動

向に注視し、今後も調整していく必要がある。 

また、可能な範囲で、プレゼンス向上に向けた広報活動も進めていくことが望ましい。 

 

（３） 外部者による評価の重要性 

今回、プロジェクトに直接かかわっていない人材が評価委員となり、合同評価が行われた。算

数教育を専門とする大学教官もメンバーとなっており、プロジェクト教材に対し高い評価が与え

られた。プロジェクトの成果を客観的に評価するするとともに、成果広報のうえで、非常に有益

であった。 

 

（４） 技術協力を通じた相互理解の向上 

本プロジェクトにおいては、当初、コアグループのなかに、教材作成の必要性・重要性に疑問

を示す者もおり、建設的な議論が進められないなど、技術的な問題以前の困難な状況があった。

しかし、個別専門家、広域専門家、JICA 事務所の支援を得つつ、コアグループ自身が教材作成

を行ってきた結果、協力に対する理解は深まり、その有用性や重要性が認識された。また、JICA

も当初はドミニカ共和国の教育に対する知識が十分ではなかったが、協力活動を通じて教育開発
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への認識が高まってきた。このような相互理解の深まりは、活動の効率化を促進してプロジェク

ト運営に大きく貢献すると同時に、JICA の協力そのものに対する評価を向上させるものと期待

される。 

 

（５） 広域協力対象国間の経験共有の効果 

評価プロセスの明確化、必要な資料の特定、評価調査団の受け入れ準備、作成文書の絞り込み

など、グアテマラやエルサルバドルで実施された中間評価のノウハウや教訓が、今回の中間評価

にも十分に活かされ、かなりの程度で評価業務の効率化が図られたように思える。これは、広域

協力対象国間での算数教育の知見や経験の共有に加え、広域協力による協力事業の経験共有も可

能であり、JICA にとっても広域協力が有用な機会であることが証明されたといえよう。 

他方、広域協力の目的の一つとして、各国間の情報共有や技術交流の促進があるが、これまで

国内活動を優先せざるを得ない状況が続き、域内交流については限定的なものにとどまっている。

今後、広域本体を中心に活動の活性化が望まれる。 
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